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～アンケート調査にご協力をお願いします～ 

 施設従事職員育成費補助金（現状の制度） 

補助対象 
①生活介護、②施設入所支援、③自立訓練、④就労移行支援、⑤就労継続支援の
事業所に従事する職員の賞与に要する経費 

補助金額 
前期（夏季）：17,000 円／人 
後期（冬季）：23,000 円／人 

 現状の課題 

施設従事職員育成費補助金については、以下のような様々な課題が生じていることから当該補助金制度

の改正（廃止）を検討しています。 

 

 
▼単に対象事業を撤廃すると… 
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 ▼予算の範囲内で補助金額を見直すと… 

【１人あたりの補助金額】 

時期 
（対象人数） 

現行 
（701 人） 

見直し 
（3,300 人） 

前期（夏季） 17,000 円 3,500 円 

後期（冬季） 23,000 円 5,000 円 

合計 40,000 円 8,500 円 

予算額 2,804 万円 2,805 万円 

 

 制度改正（代替制度）の検討 

施設従事職員育成費補助金の改正（廃止）にあたっては、事業所職員のモチベーションアップや利用者

サービスの向上など、より実効性の高い制度への改正を検討しています。 

日頃、皆さまが事業所を運営する中で「○○の補助制度があったら効果的である」「○○市では○○加

算制度を行っている」など、制度改正にあたってのご提案やご意見等について、申請様式に添付の「ア

ンケート調査票」のご記入のうえご回答をお願いいたします。 

施設従事職員育成費補助金の制度改正に関するアンケート調査について 

本来は法人の自助努力
がなされるべきである 

包括外部監査での指摘 

対象のサービス事業が
限られているため、公

平性を欠いている 

事業所からの意見等 

短期入所やグループ
ホームの職員も補助
の対象にしてほしい 

他都市の状況 

同様の補助制度を行って
いる自治体が見受けられ

ない 

国のサービス報酬制度
（処遇改善加算）と制

度が重複している 

補助金の交付による
効果が不明確 

高齢者施設（介護保険サービス
事業所）には補助制度がない 

試算 

補助金額の 
大幅な減額 

制度上の問題点 

補助金の必要性
を検討すべき 

財政負担
が倍増 


